
＜ポスト冷戦研究会報告＞

「ファーウエイ問題と中国経済」

ーファーウエイ本社見学（2019/3/13-16)記を中心にー

2019年7月20日

久保 新一



はじめに
（2019年3月14日、ファーウエイ本社訪問）



訪問先・目的

１．訪問先：

3月14日午前；ファーウエイ本社、午後；深圳商工会議所

3月15日午前；BTR（電池材料メーカー）、午後；日技城

２．訪問目的：

(1) 米中貿易「戦争」の焦点

(2) デジタル革命牽引双極の一中心

(3) 1997年3月訪問（円高・日本企業中国進出調査）後、20年
間の深圳（中国）経済の変化確認



I ファーウエイ問題

1. 事業別売上高構成比[8]

(1)通信機器（通信交換機、ルー

ター等、世界トップ）

(2)消費者向け端末（スマホ

（世界2位）、PC等）[8]



2. 注目点

（１）５Gのトップメーカー[8] （２）半導体メーカー（ハイシリコン）[6]



５G革命[8]





(3) 研究開発巨額投資[4]

① R&D要員、8万人/18万人

② R&D費/売上高＝15.1%（2015年）

③特許出願数世界一（2014－15年）

④アップルとクロスライセンス契約

アップル98 ： ファーウエイ769

＊右図は[3]より引用



３．会社概要[2,4,7]

• 創業1987年、5人でスタート、CEO・任正非

• 2019年現在、従業員18万人（内研究開発8万人）、世界15か所に研究拠
点、パートナーの共同研究施設36（日本・製造、EU・５G、米・ユーザーエクスペリエ
ンス、ロンドン・デザイン）

４．特徴[2,4,7]

(1) ファーウエイ基本法（人民大学企業管理専門家12人に依頼、3年かけて作成）

(2) ファーウエイ大学（研修機関）、新入社員研修（2週間軍事訓練、5か月研修（6－7
回試験）、機器購入者研修（アフターサービス）、社員研修（有料）

(3) 従業員持ち株制（従業員98%所有、任1.4%、外部の影響排除、共同体意識）

(4)   輪番CEO制（2011年から、任CEOと三人の副総裁の4人で輪番）



II ファーウエイの歴史[3]

１．創業期（1987年－92年）

輸入代理店－構内用交換機自主生産へ

２．確立期（1993年－97年）

中央研究所創設（95年）、局用交換機生

産、上海研究所（97年）移動通信体開発

開始

３．飛躍期（1998年－03年）

ルーター生産開始（02年、12%）、03
年シスコから知的財産侵害で訴訟

４．拡張期（2004年－）、3G端末機投

入(04年）、05年以降、海外売上内販

超える



通信機器メーカー、世界と中国[3]



III ファーウエイ論争
１．中国政府の関与[6]

２．人民解放軍関与[5]

・1963年重慶大学建築工程学院入学、文革（1966年ー76年）により、父親逮捕投獄、工農兵志

願・「基礎建築兵」となる。1983年鄧小平の「軍民転換」により、人民解放軍100万人解雇、技術

を持つ「工程兵」、地方で自動車産業等起業。任正非は深圳・南海石油へ配属、退社後仲間5
人と2万元（30万円）でファーウエイ起業。

・ 従業員持株制

・ 国有企業系通信機器メーカー大手・巨龍（人民解放軍関与）は、競争に敗れて倒産・閉鎖

３．「中国製造２０２５」[6]

半導体と宇宙開発（量子暗号と量子宇宙衛星、2016年8月「墨子号」打ち上げ成功）に対する警戒



１．ファーウエイ・中国経済躍進の背景

90年代後半以降、アナログからデジタルへの転換とWTO加盟による国際ルールへの転換。ハードウエア中

心からソフトウエア中心に変わることによって、研究者中心の企業経営組織への転換実現に成功（国有企業、

日本企業没落）[3]

２．ハイテク企業・創業者のエートス

IT・デジタル企業の創業者、文革被害者世代[2]（文革被害を新世界（デジタル分野）の開拓にぶつける）と
留学組（新世界への挑戦）[4,6]

３．地方政府の働き

中国経済の躍進、東アジアモデル（政府主導、外資導入・輸出主導型開発）と言われる。2000年代におけ

る一挙的躍進に果たした地方政府（経済）の役割は大きい。新中国、自力更生・地域自立政策、中ソ対立に

よる三線建設。改革・開放後も中央政府・資金不足、地方政府の競争をあおる。文革による下放、軍民転換

政策により地方に人材分散。27省ワンセット主義競争による急発展[6]

IV ファーウエイ問題と中国経済の知見



ｖ ファーウエイと中国経済の課題
１．ファーウエイの課題

(1) 成長が止まった時、従業員持ち株制は維持できるか[3]

(2) 996問題（過重労働）

２．中国経済の課題

(1) 累積債務（日本（139%)を超える255%！）[9]

(2) 資本逃避（所得収支伸びず）

(3) 格差拡大（人民犠牲）[6]

(4) 少子高齢化（年金・福祉・医療制度不備）

(5) 996問題（働き方改革）

(6) 言論の自由[10]

・成長社会から成熟社会への転換



資本逃避・生産年齢人口減
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